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(注) １  当社は、四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。 

２  売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３  持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社が存在しないため記載しておりません。 

４  潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在していないため、記載し

ておりません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第36期

第２四半期累計期間

第37期

第２四半期累計期間
第36期

会計期間
自  平成24年１月１日

至  平成24年６月30日

自  平成25年１月１日

至  平成25年６月30日

自  平成24年１月１日

至  平成24年12月31日

売上高 （千円） 5,988,856 6,128,365 12,989,151

経常利益 （千円） 1,301,347 1,232,069 2,803,993

四半期（当期）純利益 （千円） 726,938 723,806 1,574,673

持分法を適用した 
場合の投資利益

（千円） － － －

資本金 （千円） 1,491,350 1,491,350 1,491,350

発行済株式総数 （株） 22,975,189 22,975,189 22,975,189

純資産額 （千円） 8,822,234 10,030,418 9,542,581

総資産額 （千円） 12,075,972 13,351,827 13,063,656

１株当たり四半期（当期）純利益金額 （円） 31.66 31.52 68.58

潜在株式調整後 
１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

１株当たり配当額 （円） 5.50 5.50 16.00

自己資本比率 （％） 73.1 75.1 73.0

営業活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） 697,265 874,869 1,419,047

投資活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △1,081,923 △1,098,275 △1,190,175

財務活動による 
キャッシュ・フロー

（千円） △241,661 △240,950 △366,679

現金及び現金同等物の 
四半期末（期末）残高

（千円） 1,878,886 1,903,040 2,367,397

回次
第36期

第２四半期会計期間

第37期

第２四半期会計期間

会計期間
自 平成24年４月１日

至 平成24年６月30日

自 平成25年４月１日

至 平成25年６月30日

１株当たり四半期純利益金額        （円）             17.25             17.75



  

当第２四半期累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業内容につい

て、重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

２ 【事業の内容】



当第２四半期累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 

  

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府が「再生の10年」に向けた基本戦略を示す中で、期

待感による円安の進行、株価の回復など市場環境の改善が見られました。一方で、欧州債務問題が引き続

きわが国の景気の下振れリスクとなり、アメリカの財政問題の影響や中国の経済成長スピードの鈍化等、

先行きは不透明な状態が続いております。 

自動車業界におきましては、依然として小型・ハイブリッドの低燃費車並びに軽自動車が消費者からの

支持を集めておりますが、新車販売台数に関しましては、前年実績を下回る傾向が続いております。ま

た、持ち直しの兆しが見られる個人消費も、ガソリン価格の高止まり、更なる円安懸念により、今後の動

向は不透明といえます。 

このような市場環境の下、自動車用潤滑油の販売面では、当社の強みとする環境配慮型の低粘度・省燃

費のプレミアムオイル、並びにオートマチックミッション用オイルの拡販に引き続き焦点を当て、高付加

価値商品の構成比向上を図ってまいりました。 

この結果、当第２四半期累計期間における売上高は6,128百万円（前年同四半期比2.3％増）、営業利益

は1,236百万円（前年同四半期比4.4％減）、経常利益は1,232百万円（前年同四半期比5.3％減）、四半期

純利益は723百万円（前年同四半期比0.4％減）となりました。 

  

(流動資産） 

当第２四半期会計期間末における流動資産の残高は、12,723百万円（前事業年度末は12,560百万円）と

なり、163百万円増加いたしました。これは、主に現金及び預金（235百万円の増加）、受取手形及び売掛

金（580百万円の減少）、商品及び製品（181百万円の増加）及び短期貸付金（298百万円の増加）による

ものです。（なお、貸付金の内容は、BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インタ

ーナショナル・リミテッドに対するものであります。） 

(固定資産） 

当第２四半期会計期間末における固定資産の残高は、628百万円(前事業年度末は503百万円）となり、

125百万円増加いたしました。これは、主に有形固定資産（36百万円の増加）及び投資その他の資産（89

百万円の増加）によるものです。 

  

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)  経営成績の分析

(2)  財政状態の分析



  
(流動負債） 

当第２四半期会計期間末における流動負債の残高は、3,284百万円（前事業年度末は3,486百万円）とな

り、201百万円減少いたしました。これは、主に支払手形及び買掛金（139百万円の減少）、未払金（257

百万円の減少）、未払費用（334百万円の増加）、未払法人税等（97百万円の減少）及び賞与引当金（58

百万円の減少）によるものです。 

(固定負債） 

当第２四半期会計期間末における固定負債の残高は、36百万円（前事業年度末は35百万円）となり、１

百万円増加いたしました。これは、主に繰延税金負債の増加によるものです。 

(純資産） 

当第２四半期会計期間末における純資産の残高は、10,030百万円（前事業年度末は9,542百万円）とな

り、487百万円増加いたしました。これは、主に利益剰余金が四半期純利益により723百万円増加し、剰余

金の配当により241百万円減少したことによるものです。 

  

当第２四半期累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、1,903百万円とな

り、前事業年度末より464百万円減少いたしました。 

なお、当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況と要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、874百万円（前年同期比177百万円の増加）となりました。これは主と

して、税引前四半期純利益が1,215百万円、売上債権の減少580百万円、たな卸資産の増加190百万円、仕

入債務の減少139百万円、未払金の減少273百万円、その他の負債の増加353百万円及び法人税等の支払額

591百万円によるものであります。 

(投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、1,098百万円（前年同期比16百万円の増加）となりました。これは主

に貸付けによる支出4,000百万円、貸付金の回収による収入3,000百万円及び有形固定資産の取得による支

出98百万円によるものであります。 

なお、貸付金の内容は、BPグループのインハウス・バンクを運営しているビーピー・インターナショナ

ル・リミテッドに対するものであります。 

(財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果使用した資金は、240百万円（前年同期比0百万円の減少）となりました。これは配当金

の支払いによるものであります。 

  

当第２四半期累計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありません。 

  

該当事項はありません。 

(3)  キャッシュ・フローの状況の分析

(4)  事業上及び財務上の対処すべき課題

(5)  研究開発活動



   

   

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

①  【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 118,000,000

計 118,000,000

②  【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)

(平成25年６月30日)

提出日現在

発行数(株)

(平成25年８月９日)

上場金融商品取引所

名又は登録認可金融

商品取引業協会名

内容

普通株式 22,975,189 22,975,189
東京証券取引所
市場第一部

完全議決権株式であり、株主
として権利内容に制限のな
い、標準となる株式。

単元株式数  100株

計 22,975,189 22,975,189 － －

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

(株)

発行済株式

総数残高

(株)

資本金増減額

(千円)

資本金残高

(千円)

資本準備金

増減額

(千円)

資本準備金

残高

(千円)

平成25年４月１日～

平成25年６月30日
― 22,975,189 ― 1,491,350 ― 1,749,600



  

平成25年６月30日現在 

 
(注)  上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 

  日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社            1,519百株 

  日本マスタートラスト信託銀行株式会社                1,040百株 

(6) 【大株主の状況】

氏名又は名称 住所
所有株式数

(百株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

カストロール・リミテッド 
（常任代理人  ビーピー・ジャパン株式
会社）

ウェークフィールド  ハウス，パイパーズ  ウ
エイ，スウィンドン  ウィルトシャー 

SN3 1RE  イギリス
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ
森タワー

122,342 53.24

ティー・ジェイ株式会社
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ
森タワー

26,617 11.58

日本自動車整備商工組合連合会
東京都港区六本木六丁目10番１号六本木ヒルズ
森タワー

11,445 4.98

中野  進 鹿児島県鹿児島市 1,565 0.68

日本トラスティ・サービス信託銀行株式
会社（信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,519 0.66

トウカイトウキョウセキュリティーズ 
アジアリミテッド 
（常任代理人  東海東京証券株式会社）

ROOM 2708-10, DAH SING FINANCIAL CENTRE, 
108 GLOUCESTER ROAD, WANCHAI, HONG KONG 
東京都中央区新川一丁目17番21号

1,266 0.55

三島  泰 広島県福山市 1,140 0.49

鈴木  育男 東京都杉並区 1,100 0.47

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口）

東京都港区浜松町二丁目11番３号 1,040 0.45

藤本  成雄 東京都足立区 890 0.38

計 ― 168,924 73.48



  

平成25年６月30日現在 

 
(注) １  「完全議決権株式(自己株式等)」欄は、全て当社保有の自己株式であります。 

２  「完全議決権株式(その他)」及び「単元未満株式」欄は、証券保管振替機構名義の株式が、それぞれ14,000

株及び80株含まれております。なお、「議決権の数」欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の

数140個が含まれております。 

３  「単元未満株式」欄は、当社所有の自己株式が46株含まれております。 

  

平成25年６月30日現在 

 
  

該当事項はありません。 

(7) 【議決権の状況】

①  【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 17,000

完全議決権株式（その他） 普通株式 22,950,900 229,509 －

単元未満株式 普通株式 7,289 － １単元(100株)未満の株式

発行済株式総数 22,975,189 － －

総株主の議決権 － 229,509 －

②  【自己株式等】

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義

所有株式数

(株)

他人名義

所有株式数

(株)

所有株式数

の合計

(株)

発行済株式

総数に対する

所有株式数

の割合(％)

（自己保有株式）

ビーピー・カストロール
株式会社

東京都品川区大崎一丁目
11番２号ゲートシテイ大
崎イーストタワー 17,000 － 17,000 0.07

計 － 17,000 － 17,000 0.07

２ 【役員の状況】



当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第63号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間（平成25年４月１日

から平成25年６月30日まで）及び第２四半期累計期間（平成25年１月１日から平成25年６月30日まで）に

係る四半期財務諸表について、新日本有限責任監査法人により四半期レビューを受けております。 

  

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第64号）第５条第

２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他の項目

からみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な判断を妨げ

ない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。 

 
※会社間項目の消去後の数値により算出しております。 

  

第４ 【経理の状況】

１ 四半期財務諸表の作成方法について

２ 監査証明について

３ 四半期連結財務諸表について

①  資産基準 0.0％

②  売上高基準 ―％

③  利益基準 △0.0％

④  利益剰余金基準 0.0％



１【四半期財務諸表】 
(1)【四半期貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 43,084 278,478

受取手形及び売掛金 2,853,441 2,272,668

商品及び製品 402,184 584,009

原材料及び貯蔵品 33,577 42,567

前払費用 15,988 43,334

繰延税金資産 304,083 304,083

短期貸付金 8,349,166 8,647,451

未収入金 549,364 536,750

その他 9,276 13,833

流動資産合計 12,560,166 12,723,177

固定資産   

有形固定資産 322,083 359,008

無形固定資産 7,376 6,574

投資その他の資産 174,030 263,067

固定資産合計 503,489 628,650

資産合計 13,063,656 13,351,827

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 1,285,140 1,145,370

未払金 860,217 602,618

未払費用 557,053 891,343

未払法人税等 608,490 510,560

預り金 15,981 22,349

賞与引当金 135,281 76,936

その他 23,864 35,320

流動負債合計 3,486,028 3,284,498

固定負債   

繰延税金負債 6,452 9,271

受入保証金 28,594 27,638

固定負債合計 35,046 36,909

負債合計 3,521,074 3,321,408



(単位：千円)

前事業年度 
(平成24年12月31日) 

当第２四半期会計期間 
(平成25年６月30日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,491,350 1,491,350

資本剰余金 1,749,600 1,749,600

利益剰余金 6,304,102 6,786,848

自己株式 △6,489 △6,489

株主資本合計 9,538,563 10,021,309

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 4,018 9,109

評価・換算差額等合計 4,018 9,109

純資産合計 9,542,581 10,030,418

負債純資産合計 13,063,656 13,351,827



(2)【四半期損益計算書】 
【第２四半期累計期間】

(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年１月１日 
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年１月１日 
 至 平成25年６月30日) 

売上高 5,988,856 6,128,365

売上原価 2,904,586 3,079,853

売上総利益 3,084,269 3,048,511

販売費及び一般管理費 ※  1,791,029 ※  1,812,287

営業利益 1,293,239 1,236,224

営業外収益   

受取利息 11,463 13,780

受取賃貸料 7,725 7,725

受取手数料 6,621 6,567

受取補償金 2,041 1,945

為替差益 2,465 －

その他 1,750 1,269

営業外収益合計 32,067 31,289

営業外費用   

売上割引 23,957 15,248

為替差損 － 20,194

その他 2 1

営業外費用合計 23,959 35,444

経常利益 1,301,347 1,232,069

特別損失   

固定資産除却損 421 623

特別退職金 － 15,482

特別損失合計 421 16,105

税引前四半期純利益 1,300,926 1,215,963

法人税等 573,987 492,157

四半期純利益 726,938 723,806



(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：千円)

前第２四半期累計期間 
(自 平成24年１月１日
 至 平成24年６月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成25年１月１日
 至 平成25年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税引前四半期純利益 1,300,926 1,215,963

減価償却費 68,355 77,538

賞与引当金の増減額（△は減少） △86,428 △58,345

退職給付引当金の増減額（△は減少） △14,909 －

前払年金費用の増減額（△は増加） － △81,378

受取利息及び受取配当金 △11,536 △13,855

支払利息及び売上割引 23,957 15,248

固定資産除却損 421 623

売上債権の増減額（△は増加） 587,260 580,772

たな卸資産の増減額（△は増加） △214,170 △190,814

その他の資産の増減額（△は増加） △51,404 △13,217

仕入債務の増減額（△は減少） △181,336 △139,770

未払金の増減額（△は減少） △246,236 △273,361

その他の負債の増減額（△は減少） 159,507 353,549

小計 1,334,404 1,472,952

利息及び配当金の受取額 10,854 9,643

利息及び売上割引の支払額 △38,055 △16,261

法人税等の支払額 △609,937 △591,464

営業活動によるキャッシュ・フロー 697,265 874,869

投資活動によるキャッシュ・フロー   

貸付けによる支出 △4,000,000 △4,000,000

貸付金の回収による収入 3,000,000 3,000,000

定期預金の預入による支出 △2,600 △300

定期預金の払戻による収入 － 1,257

有形固定資産の取得による支出 △77,018 △98,632

無形固定資産の取得による支出 △1,705 －

投資有価証券の取得による支出 △600 △601

投資活動によるキャッシュ・フロー △1,081,923 △1,098,275

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △241,636 △240,950

自己株式の取得による支出 △24 －

財務活動によるキャッシュ・フロー △241,661 △240,950

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △626,318 △464,356

現金及び現金同等物の期首残高 2,505,204 2,367,397

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※  1,878,886 ※  1,903,040



（会計上の見積りの変更と区別することが困難な会計方針の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、第１四半期会計期間より、平成25年１月１日以後に取得した有形

固定資産については、改正後の法人税法に基づく減価償却の方法に変更しております。 

これによる損益に与える影響は軽微であります。 

  

（税金費用の計算） 

税金費用について、当第２四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しており

ます。 

  

【会計方針の変更等】

【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】



  

※販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 
  

※現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は   

    次のとおりであります。 

 
  

Ⅰ  前第２四半期累計期間（自  平成24年１月１日  至  平成24年６月30日） 

１.配当金支払額 

 
  

２.基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

 
  

Ⅱ  当第２四半期累計期間（自  平成25年１月１日  至  平成25年６月30日） 

１.配当金支払額 

 
  

２.基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間の末

日後となるもの 

 
  

【注記事項】

(四半期損益計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自  平成24年１月１日
 至  平成24年６月30日）

当第２四半期累計期間
(自  平成25年１月１日
至  平成25年６月30日)

 
従業員給料手当 474,417千円

 
466,847千円

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

前第２四半期累計期間
(自  平成24年１月１日
 至  平成24年６月30日）

当第２四半期累計期間
(自  平成25年１月１日
至  平成25年６月30日)

現金及び預金 83,829千円
融資期間が３か月以内の短期貸付金 1,820,927千円
預入期間が３か月を超える定期預金 △25,870千円
現金及び現金同等物 1,878,886千円

278,478千円
1,647,451千円
△22,889千円
1,903,040千円

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年３月27日 
定時株主総会

普通株式 241,061 10.5 平成23年12月31日 平成24年３月28日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年７月27日 
取締役会

普通株式 126,270 5.5 平成24年６月30日 平成24年９月３日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年３月26日 
定時株主総会

普通株式 241,060 10.5 平成24年12月31日 平成25年３月27日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年７月25日 
取締役会

普通株式 126,269 5.5 平成25年６月30日 平成25年９月２日 利益剰余金



  

前第２四半期累計期間（自  平成24年１月１日  至  平成24年６月30日）及び当第２四半期累計期間

（自  平成25年１月１日  至  平成25年６月30日） 

  当社の事業は、潤滑油の販売並びにこれらに付帯する事業の単一セグメントであるため、記載を省略し

ております。 

  

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
（注）なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。 

  

該当事項はありません。 

  

第37期（平成25年１月１日から平成25年12月31日まで）中間配当については、平成25年７月25日開催の取

締役会において、平成25年６月30日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、次のとおり中間配

当を行うことを決議いたしました。 

  ①配当の総額                                  126,269千円 

  ②１株当たりの金額                               ５円50銭 

  ③支払請求権の効力発生日及び支払開始日   平成25年９月２日 

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

(１株当たり情報)

項目
前第２四半期累計期間
(自  平成24年１月１日
至  平成24年６月30日

当第２四半期累計期間
(自  平成25年１月１日
 至  平成25年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 31円66銭 31円52銭

（算定上の基礎）

四半期純利益金額（千円） 726,938 723,806

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 726,938 723,806

普通株式の期中平均株式数（株） 22,958,200 22,958,143

(重要な後発事象)

２ 【その他】



該当事項はありません。 

  

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】



  

平成２５年８月９日

ビーピー・カストロール株式会社 

取締役会  御中 

 

  
 

  

 

  

当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

ビーピー・カストロール株式会社の平成２５年１月１日から平成２５年１２月３１日までの第３７期事業年

度の第２四半期会計期間(平成２５年４月１日から平成２５年６月３０日まで)及び第２四半期累計期間(平

成２５年１月１日から平成２５年６月３０日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、

四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半

期財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半

期財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含ま

れる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表

に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ

ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され

た手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ビーピー・カストロール株式会社の平成２５年６月

３０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フロー

の状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上 
  

   

独立監査人の四半期レビュー報告書

新日本有限責任監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    宮    入    正    幸    印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    大    澤    栄    子    印

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。


